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第５章　工事管理

２．工事管理体制

2.1 工事管理組織

事業所で工事を実施するには、前述したように「安全管理」、「品質管理」、「工程管理」、「コスト管理」などを必ず実施しなければならない。これらを管理するには、運転管理部門、保安管理部門、検査部門、保全管理部門が、工事について自部門の役割を完全に果たし、各部署が協力体制を築かなければならない。そのため工事管理組織が必要になる。

1)　各部署の役割

(1) 運転管理部門

①工事箇所の確認

②運転中の装置・設備と工事箇所の縁切り方法を決定（仕切板取付け場所の決定など）

③工事箇所の残油、ガスなどの処理

④工事箇所廻りの環境整備（火気使用時の排水口シール場所を決定）

⑤工事箇所の、窒素パージ、スチームパージの実施

⑥火気使用時の立ち会い

⑦工事箇所の監視

⑧工事現場周囲の装置の運転状況等、環境把握

⑨工事後の工事完成確認（機能および操作の確認）

⑩試運転などの実施

(2) 保安管理部門

①高圧ガス保安法、消防法などの申請が必要かのチェック

②工事内容が法令基準に適合しているかのチェック

③工事中の安全に関するアドバイス

④火気使用時の立ち会い

⑤酸欠測定

(3) 検査部門

①工事に関する適正な検査内容の立案

②立案された検査項目の確実な実施

③充分な品質が維持されているかのチェック

(4) 保全管理部門

①工事を実施するための計画立案

②工事工程の作成

③施工会社の管理・監督

④工事施工中の総括的な工事管理（各部門との連絡・調整など）

⑤火気使用時の立ち会い

⑥品質管理

⑦工程管理

⑧試運転の立ち会い

2)　施工会社管理体制

工場内で工事を実施するには施工会社の協力が必要となる。施工会社の管理・監督は保全管理部門が行う。

(1) 工事実施前の管理

①所内で工事を実施する施工会社の責任者以下作業員に至るまで入構者教育を行う。

②工事を行う作業員の名簿を提出させる。

③施工会社の組織を提出させる。

④工事責任者と工事内容を打合せ、工事管理・安全対策などの確認を行う。

⑤施工会社と保全管理部門の施工管理区分を決める。

⑥緊急連絡網を作成し提出させる。

⑦工事責任者の工事経歴、資格などの適性を確認する。

⑧作業員についても同様に確認する。

(2) 工事中の管理

①工事実施前に決めた施工管理区分を確実に実行しているか確認する。

②施工会社の実績工程をチェックし工期が遅れないよう管理する。

③施工会社の安全対策が工事計画書通り実施されているか確認する。

④工事責任者の指示事項が先端作業員まで徹底されているか確認する。

⑤工事が仕様書および図面通り実施されているか品質を確認する。

⑥工事場所が作業しやすい環境であるか確認する。

⑦作業員が責任者の指示通りの作業を実施しているか確認する。

⑧翌日予定表を運転管理部門、保全管理部門、保安管理部門に配布する。

(3) 工事完了後の管理

①仕様書、図面通りであるか確認する。

②施工会社の評価を行う。

3)　工事規模による管理体制

工事規模が大きくなると作業員の人数が増加するため、各管理部署および施工会社工事責任者の人数も増加する。このため保全管理部門を総括管理とし工事管理組織を充実させ、定例的に会議などを開催し調整・連絡などの打合わせ決定事項を各関係部署が確実に実行する事が順調な工事の完成に繋がる。

2.2 工事の規模と管理方法

工事を計画・実施する場合においては企業としての管理ルールが明確に確立され、ルールが守られていることが重要である。

役割分担（どこの部署が何をするのか）が明確にされていること。また、実行予算区分についても明確であることが必要である。

工事の規模としては、大きく分け日常突発的に発生する小規模な工事である日常保全工事と、計画的に実施される定期点検補修工事、新設工事、建設工事等の大規模工事があり、それぞれに応じた管理方法が確立されている必要がある。それぞれの管理方法について以下に記す。

1)　工事実施手続き要領

日常保全工事、定期点検補修工事、新設工事、建設工事それぞれに関わる工事実施手続き要領を定め、工事の実施に際しての各部署の担当区分を明確にする。

(1) 工事の請求、施工要領・工事計画書の作成

①工事の請求（起票）はどこの部署がどうやって行うか。（例：運転管理部門が補修工事請求伝票を発行し予算担当部署を経由して保全管理部門へ送付する。）

②施工要領・工事計画書の作成はどこの部署が行うか。（例：保全管理部門が作成し関係部署へ送付する。）

(2) 工事の立ち会い

運転管理部門、保安管理部門、検査担当部署、保全管理部門の立ち会い区分を明確にしておくことが必要である。

(3) 工事の引き渡し

工事対象設備の引き渡し方法の明確化を図る。（連絡伝票の発行・提示や工事引き渡し札の現場掲示等）

(4) 提出書類の承認および諸手続き

工事上必要な提出書類を提出させることを明確にしておく。

(5) その他、以下の事項の運用方法を明確にしておく必要がある。

①工事に必要な法定資格者の確認

②工事着工前の事前打ち合わせの実施

③翌日工事予定表の提出と運用方法の設定

④検査区分表と検査業務担当の明確化

⑤検査合格通知の運用方法の明確化

⑥工事完成通知の運用方法の明確化

2)　工事の規模に応じた管理方法

(1) 日常保全工事

日常保全工事とは、ここでは、１～２日で完了する小規模の補修工事を意味する。

工事実施上の管理は、日常補修工事伝票を運転管理部門にて発行し保全管理部門が現場確認の上、必要指示事項を施工要領書に記載し施工協力会社に発注する。

（施工要領書は様式を設定し、ブランクフォーム化しておくと良い。）

(2) 定期点検補修工事

定期点検補修は設備の法定点検の他、定期的に必要な設備の開放点検補修を計画的に行うもので、装置全体を停止して行う場合が多いが稀に装置を部分停止して行う場合もあるので、工事の全体計画を立てる段階で関係部署により工事の範囲、必要な仮設条件、安全対策等を加味した計画を立てる必要がある。

(3) 新設工事・建設工事

新設や建設工事は、一般に特定のエリアでの工事となり稼働中の設備と隔離して行うケースと稼働中の設備に隣接して行うケースがあり、周囲の条件に応じた安全対策（仮設防火塀、下水シール、ガス検知器設置等）を関係部署と事前に協議し、その運用を図る必要がある。

また、既設設備との接続工事では、既設側の縁切り、ラインパージ等を計画段階でプレファブ図、テストシート、縁切り位置図等で確認するとともに仕切板リスト、施工指示書、現場での識別表示等で必ず確認し、安全を確保する必要がある。

(4) その他

配管工事で既設配管と関わる工事（新設・補修工事）が発生する場合は、既設配管との縁切り方法を明確にし、工事を計画する必要がある。以下に確認事項を記す。

①既設配管の流体は？　可燃物、危険物か

②ラインパージは確実にできるか？

③滞液処理の方法、滞液量は？

④仕切板挿入の要否は？

⑤接続継ぎ手の方法は？　（フランジ継ぎ手、ネジ込み継ぎ手等）

⑥溶接等の火気が必要か？

⑦粘土シール、ヘキサプラグ工法の採用の要否
この場合も、各関係部署の役務区分を明確にしておくことが必要である。

2.3 毎日の工事管理

一日の工事管理の流れは以下の通りである。

1)　翌日予定表の提出

施工会社は工事実施の前日に翌日予定表を保全管理部門に提出する。

翌日予定表の内容は、具体的工事項目・作業内容、職種別予定人数、火気使用の有無と立会時刻などである。

翌日予定表は、当該工事に関係する部門に漏れなく配布する。

2)　当日の工事実施確認

前日に提出された翌日予定表通り工事を行うかを再確認する。

天候等の理由により工事内容が変更される場合は、その旨関係部署に連絡する。

3)　作業安全指示書の確認

施工会社は作業安全指示書を保全管理部門に提出する。

保全管理部門は当日の工事項目および安全対策（保護具の使用等）が作業安全指示書に明記されているか確認する。

作業開始前に、作業員は作業安全指示書の内容を確認し、サインする。

4)　工事管理板

保全管理部門で工場全体の工事項目が一覧できる工事管理板を用意し、工事名、施工会社名、工事期間、担当者等を記入する。工事管理板には工事着工、火気使用の有無を表示する欄を設ける。毎朝、着工前に各工事の欄にマグネット等をつけて工事中である旨表示する。

5)　工事管理札

工事毎に工事名と施工会社名が記入された工事管理札を2枚準備する。そのうち１枚の札については、施工会社が毎朝保全管理部門および運転管理部門で札にサインをもらい工事開始の最終確認とする。サインされた札は運転管理部門の制御室に掛けておき、当日の工事が完了した時点で回収して保全管理部門に戻す。もう一枚の札は工事期間中、工事現場に掛けておく。

6)　ＫＹ活動

着工前にＫＹ活動（危険予知訓練）を行う。工事監督者も極力参加する。参加できない場合でも、ＫＹ活動実施内容をＫＹボードで確認し指導する。

7)　火気工事の着工立ち会い

火気を使用する場合は、保安管理部門、運転管理部門、保全管理部門の３者による立ち会いを行う。立ち会い時は以下の事項を確認する。

(1) 排水溝等ガスが滞留・流入するおそれのある箇所のシール

(2) 火気使用箇所の仕切板等による縁切り

(3) 仕切板挿入位置が予め作成したリスト通りであるか、仕切板に仕切板管理札は取り付けてあるか。

(4) 火気使用箇所のパージ

(5) ガス検知器によるガス検知

(6) 火気工事箇所付近に可燃物はないか。

(7) 消火器は準備してあるか、消火器は有効期限を過ぎていないか。

(8) エンジンウエルダー、ガスボンベ等の始業前点検実施の有無

(9) 確認事項がすべて満たされていれば、３者が火気使用許可証にサインし火気使用工事を開始する。

8)　塔槽類等の内部作業の着工立ち会い

(1) 内部作業を行う機器に接続する配管は、全て仕切板等により縁切りされているか。

(2) 仕切板挿入位置が、予め作成したリスト通りであるか、仕切板に仕切板管理札はついているか。

(3) 内部の酸欠・ガス検知の結果を全てのマンホールに貼り、測定結果を明示する。検知結果が不合格の場合、トラロープ等で入槽できないような措置をとり、入槽禁止札を取りつける。

(4) 作業内容に応じた保護具の使用

9)　プラント内機器点検工事の着工立ち会い

(1) プラント内で機器（ポンプ等）を分解点検する場合、点検する機器に工事着工許可札がついていることを確認する。（運転管理部門で取り付ける。）

(2) ブロックバルブが閉止され、開放禁止札が付けられていることを確認する。また、内部に残圧、残油がないことを確認する。

(3) 必要な仕切板が挿入されているか確認する。

(4) 流体によっては水洗等の実施を運転管理部門に依頼する。

(5) モーターの元電源および手元スイッチOFFを確認し、電源OFF札が付けられていることを確認する。

(6) 使用工具がノンスパーク工具（ベアロンハンマー等）であることを確認する。

10) その他の工事（保温、塗装、足場等）

工事範囲の確認、保護具の使用徹底、周囲の状況をチェックする。

11) 立会基準の明確化

工事中の立ち会いは、工事の内容により差があるので立ち会い基準を明確にしておき、その基準に従う。（例：火気使用の種類に応じた立ち会い区分の設定等）

12) 作業の終了

当日の作業が終了したら、施工会社は運転管理部門に工事の終了を告げて工事札を回収する。次に保全管理部門に工事札を戻し、工事終了を告げて、工事管理板のマグネットを取り外す。

2.4 工事役割分担

保全工事の実施にあたり、前に述べた工事管理体制の確立が必要であるが、それに付随する各々の役割と責任を明確にし、工事を実施することが安全を確保する上で重要な要因となる。

1)　組織と役割

一般に企業組織は「装置・設備の運転・管理」・「安全・保安管理」・「設備の維持保全」等それぞれの専門分野に分けられている。

特に「安全・保安管理」部門は諸法規により独立した組織にすることが求められている例が多い。

(1) 「装置・設備の運転・管理」は、設備の役割・形状・配置・内容物に対する知識を有し、内容物の扱いに対し専門的な役割を担う。

(2) 「安全・保安管理」は、高圧ガスや危険物・毒物に関する労働災害の防止や災害の発生を未然に防止するための対策および発生時の対策などの専門的な役割を担っている。

(3) 「設備の維持保全」は、設備本来の能力を維持または高めるために行う工務・工事・建設等の技術的な役割を担っている。

2)　役割と責任を明確にする必要性

図５－１に、ある配管に不具合が発生し修理が必要となった場合の例を示す。

[image: image1]
図５－１　修理個所のバルブシート

(1) 図の×部に不具合が発生した場合、その配管を隔離するには

運転管理［Ａ］は①のバルブを閉止する。

運転管理［Ｂ］は②③のバルブを閉止する。

運転管理［Ｃ］は④⑤のバルブを閉止し、⑥のガス抜き弁を開放、⑦の液抜き弁を開放し、配管内の内容物の処理を行う。

以上のように運転管理部門が異なる場合は、それぞれが責任を持ってバルブを閉止し、運転管理［Ｃ］は主管となって、運転管理［Ａ］および運転管理［Ｂ］の作業が終了したことを確認する必要がある。

（運転管理部門に於ける、主管の明確化と作業内容の認識統一）

（①から⑤のどのバルブを止め忘れても不具合の修理はできない）

(2) 運転管理［Ｃ］は不具合部及び関連配管内の内容物を処理した後、保全管理部門に隔離するための仕切板の挿入を依頼する。仕切板はバルブ①～⑤の不具合側にそれぞれ挿入する。仕切板挿入時は運転管理［Ｃ］と保全管理部門の相互による安全確認を行う。

・運転管理［Ｃ］による仕切板挿入リスト作成、仕切板許可札の設置

・保全管理部門に対する、運転管理［Ｃ］の許可責任

・内容物の噴出やガスの吸引による災害の発生を防止する

(3) 運転管理［Ｃ］は不具合部で保全作業（火気使用など）を実施しても問題無いか再確認を行う。作業許可できない場合は再度内容物の処理を行う。

・運転管理［Ｃ］による内容物の処理責任

・内容物未処理による噴出・火災・爆発・人災等の未然防止

(4) 内容物処理後運転管理［Ｃ］・保全管理部門・保安管理部門が各々の立場で工事着工が問題ないか立会の上、確認を行う。

運転管理［Ｃ］…　内容物の処理が完了しているか周囲設備の状況に異常は無いか等

保全管理部門　…　保全機器・器具（溶接機のアース、ガスホースコネクションの漏れ等）の安全対策は良いか、周囲の排水溝シールは良いか等

保安管理部門　…　第三者的立場から工事に着手して問題は無いか等を互いに確認し、着工する。

前記３部門による着工許可証へのサイン、保全管理部門への設備引き渡しおよび工事着工の許可責任、工事が安全に行えるかの最終確認を行う必要がある。

(5) 工事期間中の運転管理［Ｃ］と保全管理部門が前項 (4)の内容を毎日確認する。

(6) 工事完了後、運転管理［Ｃ］と保全管理部門で確認し、設備を引き渡す。

（工事完了の確認後、両者でサインを行う）

(7) 仕切板の取り外しを前項 (2)同様に実施し、引き渡しを完了する。

（仕切板を全て取り外したかは、リストにより確認する。）

　以上、何れも役割と責任が明確な場合は想定される災害を未然に防止することができる。しかし、この一連の作業で何時、何処で、誰が、何を、如何にするかが不明確であったり、一つの部署で全ての判断を行えば必ず妥協や油断が発生し、大きな災害の発生を容易に想像することができる。

3)　作業に於ける役割基準

前項で必要性を述べた通り、発生した事象について何時、何処で、誰が、何を、如何にするかを事前に決定しておく事が最も重要である。

また、一つの行動に対し事前連絡と事後の確認・連絡方法も責任の所在を含め決定しておくことが必要である。

本項では複数による立会確認の方法を記したが、連絡書の発行や許可札の掲示など種々の方法があり、個々の置かれた環境により選択する事が大切である。
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